
議案第 ２７ 号 
 

令和７年度  開成町下水道事業会計予算 
（総則） 

第１条 令和７年度開成町下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 
 

（業務の予定量） 
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 排水戸数                        ６，６３０ 戸 
（２） 年間有収水量                 ２，１４４，３９６ ㎥ 
（３） 一日平均有収水量                  ５，８７５ ㎥ 
（４） 主な建設改良事業費              ２１５，７２３千円 

              ア 管路建設費     １７４，１２３千円 
              イ 流域下水道費    ４１，６００千円 

 
（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
              収        入                         支        出 
第１款 下水道事業収益 ５１４，０１２千円 第 11 款 下水道事業費用 ５１４，０１２千円 

第１項 営業収益 ２９８，５６３千円 第１項 営業費用 ４７６，０７０千円 

第２項 営業外収益 ２１５，４４８千円 第２項 営業外費用 ３０，９４１千円 

第３項 特別収益 1 千円 第３項 特別損失 １千円 

   第９項 予 備 費 ７，０００千円 

 
（資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
       （資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１２０，４７１千円は、当年度分資本

的収支調整額１７，８５０千円、過年度分損益勘定留保資金１０２，６２１千円で補てんす

るものとする。） 
             収        入                         支        出 
第２款 資本的収入 ２４９，５３８千円 第 12 款 資本的支出 ３７０，００９千円 

第１項 負担金 ３，８２２千円 第１項 建設改良費 ２１５，７２３千円 

第２項 補助金 ３９，６８３千円 第３項 企業債償還金 １５１，２８６千円 

第３項 出資金 ９６，２３２千円 第９項 予 備 費 ３，０００千円 

第４項 企業債 １０９，８００千円    

第８項 その他資本的収入 １千円    

 

 

 

 



 

（企業債） 
第５条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 
                                               （単位 千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利      率 償  還  の  方  法 

 
公共下水道事業 

 
   ５４，６００ 

 
証 書 借 入 又

は証券発行 

 
5.00％以内 

（ただし、利率見直し

方式で借り入れる政

府資金及び地方公共

団体金融機構資金に

ついて、利率の見直し

を行った後において

は、当該見直し後の

利率） 

 
政府資金については,その

融資条件により、銀行その他

の場合にはその債権者と協

定するところによる。 
ただし、町財政の都合に

より、据置期間及び償還期

限を短縮もしくは繰上償還

又は低利債に借換えること

ができる。 
 なお、起債の全部又は一

部を翌年度へ繰越して借り

入れることができる 

 
流域下水道事業 

 
   ４１，２００ 

 
特 別 措 置 分 

 
１４，０００ 

 
     計 

 
  １０９，８００ 

 
（一時借入金） 

第６条  一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 
 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 
第７条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、 

又は、それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら 
ない。 

 （１）  職員の給与費     ３８，９６２千円 
 

（他会計からの補助金） 
第８条  下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける額は９８，７６８千円と

する。 
 
 
 
令和７年３月４日 提  出 
 
                                         開 成 町 長  山 神  裕 



 

 

 

 

下    水   道   事   業   会   計 
予  算  に  関  す  る  説  明  書  

 
 



（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　考

01下水道事業収益 514,012

01営業収益 298,563

01下水道使用料 298,230 下水道使用料

03その他営業収益 333 各種手数料等

02営業外収益 215,448

04他会計補助金 98,768 一般会計からの補助金

05長期前受金戻入益 116,678  長期前受金戻入益

07消費税及び地方消費税還付金 1

08雑収益 1

03特別収益 1

03その他特別利益 1

令和７年度　開成町下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出　　

収　　   　入



（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　考

11下水道事業費用 514,012

01営業費用 476,070

01管渠費 15,772 下水道施設の維持管理に要する費用

02流域下水道費 173,971 酒匂川流域下水道事業維持管理費負担金

04総係費 37,625 事務運営上全般に要する費用

05減価償却費 248,702 有形・無形固定資産の減価償却費

02営業外費用 30,941

01支払利息 22,516 企業債利息・一時借入金利息

02消費税及び地方消費税 8,424

03雑支出 1

03特別損失 1

04過年度損益修正損 1 当該年度以外の過誤納付還付金

09予備費 7,000

01予備費 7,000

収　益　的　収　入　及　び　支　出

支　　　　出



（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　考

02資本的収入 249,538

01負担金 3,822

01受益者負担金 2,890 下水道受益者負担金

02その他負担金 932 神奈川県広域水道企業団分担金

02補助金 39,683

01国庫補助金 39,683 社会資本整備総合交付金

03出資金 96,232

01一般会計出資金 96,232 一般会計出資金

04企業債 109,800

01企業債 109,800

08その他資本的収入 1

01その他資本的収入 1

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　入



（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　考

12資本的支出 370,009

　 01建設改良費 215,723

01管路建設費 174,123 建設改良に伴う経費等

03流域下水道費 41,600 酒匂川流域下水道事業建設費負担金

03企業債償還金 151,286

01企業債償還金 151,286 企業債元金償還金

09予備費 3,000

01予備費 3,000

支　　　　出

資　本　的　収　入　及　び　支　出



1　営業活動によるキャッシュ・フロー

(1)

(2) 営業活動から得た現金預金への当年度純利益の調整

イ 有形固定資産減価償却費

(イ) 有形固定資産減価償却費

(ロ) 長期前受金戻入益

ロ 無形固定資産減価償却費

ハ 引当金の増減額

(イ) 賞与引当金の増加額・減少額（△）

(ロ) 貸倒引当金の増加額・減少額（△）

ハ 有形固定資産除却費（たな卸資産減耗費を除く）

ニ 営業活動による資産及び負債の増減額

(イ) 売上債権（営業未収金・前払金等）の増加額（△）・減少額

(ロ) たな卸資産（貯蔵品）の増加額（△）・減少額

(ハ) 未払債務（営業未払金）の増加額・減少額（△）

ホ 営業活動以外による資産及び負債の増減額

(イ) 受取利息及び配当金受入額（△）

(ロ) 支払利息及び企業債取扱諸費の支払額

受取利息及び配当金受入額

支払利息及び企業債取扱諸費の支払額

営業活動から得た現金預金（純額）

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

(1) 固定資産の取得による支出（建設改良費）

(2) 上記(１)実施に係る負担金等収入

(3) 固定資産売却による収入

(4) 有価証券売却による収入

(5) 一般会計からの出資金の受け入れ額

(6) 投資活動に伴う現金預金の調整

イ 投資活動に伴う債権（その他未収金）の増加額（△）・減少額

ロ 投資活動に伴う債務（その他未払金）の増加額・減少額（△）

投資活動から得た現金預金（純額）

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

(1) 企業債の発行

(2) 企業債の償還

財務活動から得た現金預金（純額）

４　現金預金及び現金等価物増加額・減少額

５　現金預金増加額・減少額現金預金及び現金等価物期首残高

６　現金預金及び現金等価物期末残高

小計

0

175,002,865

209,195,644

△ 62,004,728

160,199,507

△ 22,516,000

△ 41,486,000

34,192,779

137,683,507

△ 151,286,000

39,634,729

0

0

0

0

96,232,910

109,800,000

△ 100,000

△ 4,325,869

0

1,991,800

△ 197,872,367

0

0

22,516,000

216,106,000

△ 116,678,000

454,000

32,596,000

令和７年度開成町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

(単位：円）

当年度純利益 7,639,576



1.特 別 職
(単位：千円）

２．一 般 職
 (１) 総　括 (単位：千円）

※「職員数」欄の上段の（　）内は定年前再任用短時間勤務職員数及び暫定再任用短時間勤務職員数並びにパートタイム会計年度任用職員数の合計（外書き）

12,017 9,636

給 与 費 明 細 書

職員数 報酬

本年度 前年度

職員数 報酬

比較

職員数

職員数

(人)

本
年
度

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

25,759

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

1

8
人

1
人

61 △ 8

4,106

0 17,439 15,104 32,543 6,418

職 員 手 当 計

△ 60

区　　分

人

報酬
区　　分

下水道運営審議会委員
人

0 1 8
人

61 △ 8
人

△ 60

3

合　　　計
（ 0 ）

4

計 0

前
年
度

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

合　　　計
（ 0 ）

4

1

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

3
21,6530

0 16,903 12,303

1,823 2,373

29,206

比
較

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

合　　　計
（ 0 ）

0

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

0

0

38,961

0 4,886 2,667 7,553 1,548 9,101

給与費
法定福利費 合計

4,872 3,645 8,517 1,755 10,272

0 12,567 11,459 24,026 4,663 28,689

報 酬

0

給 料

5,654 34,860

0 △ 14 978 964 207 1,171

3,337 764 4,101

557 2,9300 550

0 536 2,801



 ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円）

※「職員数」欄の上段の（　）内は定年前再任用短時間勤務職員数及び再任用短時間勤務職員数の合計（外書き）

(単位：千円）

本年度

前年度

比　 較

扶 養 地 域 管 理 職 管理職員

手 当

備考特別勤務 勤 務 勤 務

手 当 手 当 手 当 手　　　当

時 間 外 住 居 通 勤 期 末 勤 勉

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

1,536 2,375 804 10 1,430 396 207 4,530 3,805

1,152 944 804 10 1,300 396 396 4,081 3,209

384 1,431 0 0 130 0 △ 189 449 596

特 殊

11

11

0

区　　分
職員数 給与費

法定福利費 合計
(人) 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本
年
度

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

0 4,872 3,645 8,517

合　　　計
（ 0 ）

0 17,439 15,104 32,543

1,755 10,272
1

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

0 12,567 11,459 24,026 4,663 28,689
3

6,418 38,961
4

前
年
度

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

0 4,886 2,667 7,553 1,548 9,101
1

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

0 12,017 9,636 21,653 4,106 25,759
3

合　　　計
（ 0 ）

0 16,903 12,303 29,206 5,654 34,860
4

207 1,171
0

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

0 550 1,823 2,373 557 2,930
0

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

0 △ 14 978 964

764 4,101
0

比
較

合　　　計
（ 0 ）

0 536 2,801 3,337

職
員
手
当
の
内
訳

区分



 イ　会計年度任用職員 (単位：千円）

※「職員数」欄の上段の（　）内はパートタイム会計年度任用職員数（外書き）

(単位：千円）

本年度

前年度

比　 較

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

0

0

）
0 0

本
年
度

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

0 0 0 0
0

資本勘定支弁職員
（ 0

合　　　計
（ 0

0

）
0 0 0 0

地 域 時 間 外 勤 務 通 勤 期 末 勤 勉

手 当

職
員
手
当
の
内
訳

区分 備考

0

特 殊 勤 務

前
年
度

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

0 0 0

合　　　計
（ 0 ）

区　　分
職員数 給与費

法定福利費 合計
(人) 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

0 0 0

0 0 0
0

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

0 0 0 0 0 0
0

0 0 0
0

比
較

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

0 0 0 0

合　　　計
（ 0 ）

0 0 0 0 0 0
0

0 0
0

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

0 0 0 0 0 0
0



 (２) 給料及び職員手当の増減額の明細 (単位：千円）

△ 189

247

130

に 伴 う 増 額 分 に 伴 う 増 額 分

期 末 勤 勉 手 当

通 勤 手 当

384

そ の 他 の 130 時 間 外 勤 務 手 当

431

15

263

に 伴 う 減 額 分

給 与 改 定 等 1,520 給 与 改 定 等 1,520

扶 養 手 当

増 減 額 分

増 額 分

給　　　料 536

職員手当 2,801

昇 給 昇 格 222 昇 給 昇 格 222

そ の 他 の △ 13 職 員 異 動 等

そ の 他 の 1,003 職 員 異 動 等 873

に 伴 う 増 額 分 に 伴 う 増 額 分 期 末 勤 勉 手 当

△ 13

減 額 分

に 伴 う 増 減 額 分 地 域 手 当

昇 給 昇 格 278 昇 給 昇 格 278 地 域 手 当

に 伴 う 増 額 分 に 伴 う 増 額 分 期 末 勤 勉 手 当

区分 増減額 増減事由別内訳 説明

給 与 改 定 等 327 給 与 改 定 等 327

に 伴 う 増 額 分 に 伴 う 増 額 分

地 域 手 当 1,034

486



 (３) 給料及び職員手当の状況
　ア　職員１人あたりの給与

　イ　初任給

　ウ　級別職員数

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

※「職員数」・「構成比」欄の（　　）内は定年前再任用短時間勤務職員数及び暫定再任用短時間勤務職員数の合計（外書き）

　エ　昇給

25.0

４級 1 25.0

３級 1 25.0

合計 一般職

4

4

4

１級

区分
本年度 前年度

合計 一般職

計 0 4 100.0

一般職

359,325円

530,736円

43歳6ヶ月

345,175円

440,014円

44歳1ヶ月

８級

令和５年１２月１日現在

級 職員数（人） 構成比（％）

一般会計の制度（一般職）

６級 1

区分

令和６年
１２月１日現在

令和５年
１２月１日現在

平均年齢

平均給与月額

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

平均給料月額

区　　分

高　校　卒

短　大　卒

大　学　卒

一般職

区分

８級

一般職

７級

６級

５級

４級

３級

２級

0

１級

計

2

構成比（％）

令和６年１２月１日現在

職員数（人）級

1

50.0

25.0

25.0

1

職員数

昇給に係る職員数

７級 1 25.0

4 100.0

５級

２級

4 4

4 4

比率　　　　　　Ｂ/Ａ　　　　　　　（％）

(人）

(人）

Ａ

Ｂ

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

１号給

２号給

３号給

４号給

６号給

８号給

号給数別内訳

197,800円

204,400円

220,000円

197,800円

204,400円

220,000円

100.0 100.0100.0

4

4

4

100.0

4 4



　オ　期末手当・勤勉手当

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ　地域手当

　ク　特殊勤務手当

国の制度
（本年度）

（単位：月分）

24.586875 33.270275 47.709
国の制度

（支給率）

区分

支給率 24.586875 33.270275 47.709

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

本年度

区分

前年度

支給期別支給率
支給率計

６月 １２月

（単位：月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考

支 給 対 象 地 域

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数
（ 令 和 ６ 年 １ ２ 月 １ 日 現 座 ）

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

全域

（給料＋扶養手当＋管理職手当）×５％

４人

０％

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（ 令 和 ５ 年 １ ２ 月 １ 日 現 在 ）

代表的な特殊勤務手当の 名称

区 分 一般職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ０．０６３％

１００．０％

町税等徴収手当、有害薬物取扱手当

47.709

47.709

その他の加算措置等

制度なし

同上

備考

2.300 2.300 4.60

2.250 2.250 4.50

2.300 2.300 4.60

有

有

有



　ケ　その他の手当

通 勤 手 当 異
　国：月額上限15万円（新幹線等特別料金等含む）
　町：月額上限5.5万円

異

自己所有の住宅に係る住居手当
　国：支給なし
　町：新築5年間 7,000円、6年目以降 5,000円　（町内に限る。）
借家・借間に係る住居手当
　国：最高額は28,000円
　町：町外居住の場合の家賃の最高額は23,000円
　　　町内居住の場合の家賃の最高額は38,000円

異

配偶者等の扶養手当
　国：行（一）7級相当以下 3,000円、8級相当 廃止
　町：1級～8級 3,000円

区 分 国の制度との異同 差異の内容

住 居 手 当

扶 養 手 当



円 円 円 円

３． 固  定  負  債

1,475,782,250
0

円 円 円 円 0
１． 固　定  資  産

1,475,782,250

0 ４． 流  動  負  債
0

0 151,286,000
減 価 償 却 累 計 額 0 0 6,152,202

2,944,000
6,813,181,335

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,253,314,064 5,559,867,271 160,382,202

1,036,971 ５． 繰　延　収　益
減 価 償 却 累 計 額 △ 136,140 900,831

2,159,963,484
0 △ 372,789,642 1,787,173,842

減 価 償 却 累 計 額 0 0 878,521,272
△ 191,118,896 687,402,376

2,333,282 382,919,217
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,155,001 178,281 △ 56,599,558 326,319,659

204,759,609
265,752,742 △ 32,781,001 171,978,608

5,826,699,125 6,554,158
0 6,554,158

447,005,245 2,979,428,643
4,615,593,095

0
447,005,245

円 円 円 円
６． 資　本　金

740,000
740,000 1,252,248,783

444,754,000
6,274,444,370 14,861,000

1,711,863,783
２． 流　動  資  産

７． 剰　余　金
175,002,865

0
35,204,421 0
△ 788,104 34,416,317 156,406,674

156,406,674
209,419,182

1,868,270,457
6,483,863,552 6,483,863,552

令和６年度　開成町下水道事業予定貸借対照表（税抜き）
負 債 の 部

（令和７年３月３１日）
（１） 企 業 債

資 産 の 部 （2） 引 当 金
イ 修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計
（１） 有形固定資産

イ 土 地
（１） 一 時 借 入 金

ロ 建 物 （２） 企 業 債
（３） 未 払 金
（４） 引 当 金

ハ 構 築 物
流 動 負 債 合 計

ニ 機 械 及 び 装 置
（１） 長 期 前 受 金
イ 国 県 補 助 金

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 収 益 化 累 計 額
ロ 他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額
ヘ 工 具 器 具 及び 備品 ハ 受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額
ニ 受 益 者 負 担 金

ト 建 設 仮 勘 定 収 益 化 累 計 額
有 形 固 定 資産 合計 ホ そ の 他 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額
（２） 無形固定資産

イ 施 設 利 用 権 繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

ロ ソ フ ト ウ ェ ア
無 形 固 定 資産 合計 資 本 の 部

（３） 投資その他の資産
イ 出 資 金 （１） 自 己 資 本 金

投資その他の資産合計 イ 固 有 資 本 金
ロ 組 入 資 本 金

固 定 資 産 合 計 ハ 出 資 金
資 本 金 合 計

（１） 現 金 預 金 (１) 利 益 剰 余 金
イ 建 設 改 良 積 立 金

（２） 未 収 金 ロ 減 債 積 立 金
貸 倒 引 当 金 ハ 当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計
流 動 資 産 合 計

資 本 合 計
資 産 合 計 負 債 資 本 合 計



円 円 円 円

３． 固  定  負  債

1,446,352,789
0

円 円 円 円 0
１． 固　定  資  産

1,446,352,789

0 ４． 流  動  負  債
0

0 139,229,461
減 価 償 却 累 計 額 0 0 8,144,002

3,398,000
6,859,178,724

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,469,397,374 5,389,781,350 150,771,463

1,036,971 ５． 繰　延　収　益
減 価 償 却 累 計 額 △ 158,830 878,141

2,196,039,004
0 △ 436,740,642 1,759,298,362

減 価 償 却 累 計 額 0 0 878,521,272
△ 228,169,896 650,351,376

2,333,282 382,919,217
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,155,001 178,281 △ 66,142,558 316,776,659

208,318,818
379,809,538 △ 38,914,001 169,404,817

5,770,647,310 6,555,068
0 6,555,068

452,227,427 2,902,386,282
4,499,510,534

0
452,227,427

円 円 円 円
６． 資　本　金

740,000
740,000 1,252,248,783

444,754,000
6,223,614,737 111,093,000

1,808,095,783
２． 流　動  資  産

７． 剰　余　金
209,195,644

0
39,530,290 0
△ 688,104 38,842,186 164,046,250

164,046,250
248,037,830

1,972,142,033
6,471,652,567 6,471,652,567

令和７年度　開成町下水道事業予定貸借対照表（税抜き）
負 債 の 部

（令和８年３月３１日）
（１） 企 業 債

資 産 の 部 （2） 引 当 金
イ 修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計
（１） 有形固定資産

イ 土 地
（１） 一 時 借 入 金

ロ 建 物 （２） 企 業 債
（３） 未 払 金
（４） 引 当 金

ハ 構 築 物
流 動 負 債 合 計

ニ 機 械 及 び 装 置
（１） 長 期 前 受 金
イ 国 県 補 助 金

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 収 益 化 累 計 額
ロ 他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額
ヘ 工 具 器 具 及び 備品 ハ 受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額
ニ 受 益 者 負 担 金

ト 建 設 仮 勘 定 収 益 化 累 計 額
有 形 固 定 資産 合計 ホ そ の 他 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額
（２） 無形固定資産

イ 施 設 利 用 権 繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

ロ ソ フ ト ウ ェ ア
無 形 固 定 資産 合計 資 本 の 部

（３） 投資その他の資産
イ 出 資 金 （１） 自 己 資 本 金

投資その他の資産合計 イ 固 有 資 本 金
ロ 組 入 資 本 金

固 定 資 産 合 計 ハ 出 資 金
資 本 金 合 計

（１） 現 金 預 金 (１) 利 益 剰 余 金
イ 建 設 改 良 積 立 金

（２） 未 収 金 ロ 減 債 積 立 金
貸 倒 引 当 金 ハ 当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計
流 動 資 産 合 計

資 本 合 計
資 産 合 計 負 債 資 本 合 計



円 円 円
１． 営　業　収　益

（１） 下 水 道 使 用 料 278,977,311
（２） 受 託 工 事 収 益 0
（３） そ の 他 の 営 業 収 益 259,000 279,236,311

２． 営　業　費　用
（１） 管 渠 費 63,941,729
（２） 流 域 下 水 道 費 179,753,637
（３） 受 託 工 事 費 0
（４） 総 係 費 23,306,929
（５） 減 価 償 却 費 248,617,515
（６） 資 産 減 耗 費 0
（６） 材 料 売 却 原 価 0 515,619,810

236,383,499

３． 営　業　外　収　益
（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 0
（２） 他 会 計 補 助 金 180,139,000
（３） 他 会 計 補 助 金 0
（４） 長 期 前 受 金 戻 入 116,646,000
（５） 雑 収 益 2,130,015 298,915,015

４． 営　業　外　費　用
（１） 支 払 利 息 22,960,446
（２） 雑 支 出 8,182,726 31,143,172 267,771,843

31,388,344

５． 特　別　損　失
（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 910
（２） そ の 他 特 別 損 失 0 910 910

31,387,434

125,019,240

156,406,674

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

令和６年度  開 成 町 下 水 道 事 業 損 益 計 算 書 （税抜き）見込み

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 損 失

当 年 度 純 利 益

経 常 利 益



１　重要な会計方針 (4) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　予定キャッシュ・フロー計算書等関連

(1) 有形固定資産の減価償却の方法 該当なし

イ 減価償却の方法 定額法による。

ロ 主な耐用年数 ３　予定貸借対照表等に関する注記

構築物 50年

機械及び装置 10～20年 引当金の取崩し

工具器具及び備品 4～8年 賞与引当金、法定福利費引当金の取崩し

(2) 無形固定資産の減価償却の方法

イ 減価償却の方法 定額法による。

ロ 主な耐用年数

施設利用権 45年

(3) 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

ロ 賞与引当金、法定福利費引当金

ハ 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により
回収不能見込額を計上している。

　開成町下水道事業会計は、令和元年度から地方公営企業法を適用し、
地方公営企業会計基準により財務諸表等を作成している。

　令和7年6月に賞与及びこれに係る法定福利費を支出するた
め、令和6年12月から令和7年3月分にあたる賞与引当金2,476千
円及び法定福利費引当金468千円を取り崩す。

注　記

　神奈川県市町村職員退職手当組合に加入しており、一般負担
金以外は一般会計で負担するため引当金を計上しない。

　職員の期末手当、勤勉手当及び法定福利費の支出に備えるた
め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属
する額を計上している。



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

01
下水道事業
収益

514,012 575,570 △ 61,558

01 営業収益 298,563 278,784 19,779

01
下水道
使用料

298,230 278,525 19,705

10 下水道使用料 298,230 下水道使用料収益として一期（2カ月）
当たり6,133件を見込む。
前年度比19,705千円増（+7.1％）。

03
その他
営業収益

333 259 74

10 手数料 333 宅地内排水設備工事指定工事店の更新
21件及び新規登録等8件に係る手数料を
見込む。
宅地内排水設備工事責任技術者の更新
33件及び新規登録等10件に係る手数料
を見込む。
各種諸証明274件に係る手数料を見込
む。
前年度比74千円増（＋28.6％）。

02 営業外収益 215,448 296,786 △ 81,338

04
他会計
補助金

98,768 180,139 △ 81,371

10 一般会計
補助金

98,768 前年度比81,371千円減（△45.2％）。

05
長期前受金戻
入益

116,678 116,646 32

一般会計からの補助金

目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

令和７年度　開成町下水道事業会計予算明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出
収　　入

備　　考

款・項
節 附　記

下水道使用料

指定工事店新規登録・更新・再交付手数料、責
任技術者新規登録・更新・再交付手数料、諸証
明手数料



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

10 長期前受金
戻入益

116,678

07
消費税及び地
方消費税還付
金

1 0 1

10 消費税及び地
方消費税還付
金

1

08 雑収益 1 1 0

20 その他雑収益 1

03 特別収益 1 0 1

03 その他特別利益 1 0 1

10 その他特別利益 1

514,012 575,570 △ 61,558 514,012

延滞金

備　　考

減価償却額のうち補助金等で取得した部分の戻
入益

附　記

合　計

款・項 目
本年度
予定額

収　益　的　収　入　及　び　支　出
収　　入

増減額
節

前年度
予定額



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

11
下水道事業費
用

514,012 575,570 △ 61,558

01 営業費用 476,070 536,801 △ 60,731

01 管渠費 15,772 65,141 △ 49,369

100 光熱水費 647

130 通信運搬費 112

140 委託料 8,743 727
344

3,201
380

15
4,076

220 工事請負費 1,070 400
450
220

250 補償費 5,200

02 流域下水道費 173,971 197,729 △ 23,758

510 負担金 173,971

収　益　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

下水道施設の維持管理に関する経費。
下水道法に規定された特定事業場（5カ
所）の水質検査、下水道管渠の管路調
査、マンホールポンプの保守点検等を
行う。また、道路工事に伴うマンホー
ルの高さ調整等の工事を行う。
前年度比49,369千円の減（△
75.8％）。

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額
節 附　　　　記

酒匂川流域下水道事業維持管理費
負担金

マンホールポンプ電気代

マンホールポンプ電話代

水質検査業務委託
流量計管理業務委託
管路調査業務委託
宮台マンホールポンプ保守点検業
務
県道復旧事務費
水位計設置業務委託

公共桝等移設工事
道路補修費
マンホール高さ調整工事

水道管補償費

備　　考

酒匂川流域下水道事業における維持管
理費負担金。
前年度比23,758千円の減（△
12.0％）。



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

04 総係費 37,625 25,248 12,377

10 給料 4,872

20 手当等 3,887

30 賞与引当金
繰入額

925

50 法定福利費 1,624

60 旅費 26

80 備消耗品費 6

110 通信運搬費 20

120 使用料及び賃
借料

1,080 14
1,066

130 手数料 1

収　益　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

備　　考

節 附　　　　記

職員給与費及び下水道運営審議会委員
報酬。前年度工事箇所の下水道台帳補
正や下水道使用料の徴収についての水
道会計への委託料の支出。
前年度比12,377千円の増（+49.0％）。

職員１名分

職員１名分

職員１名分

職員１名分

職員１名分

公営企業会計法令書籍等

下水道受益者負担金通知等郵送料
等

ＷＥＢ－ＦＢサービス料
企業会計システム使用料

口座振替手数料



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

170 委託料 22,320 2,321
9,659
9,262

424

436

218

180 報酬 1

240 保険料 30 28
2

250 負担金 2,185 20
2,165

270 貸倒引当金
繰入額

1 1

430 会費負担金 647 15
87
25

18
502

05 減価償却費 248,702 248,683 19

551 有形固定資産
減価償却費

216,106 216,083
23

収　益　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

管路施設
機械設備

下水道台帳補正業務委託
下水道使用料徴収委託料
公共下水道事業経営戦略改定支援
業務委託
下水道事業会計システム保守業務
委託
下水道事業会計予算・決算支援業
務委託
下水道事業会計固定資産台帳登録
支援業務委託

窓口計上分

下水道賠償保険
下水道施設建物共済（ポンプ・流
量計）

水洗化融資あっ旋利子
庁舎維持管理負担金

不能欠損貸倒引当金

神奈川県下水道協会会費
日本下水道協会会費
全国町村下水道推進協議会神奈川
支部負担金
下水道事業促進連絡会負担金
町村情報システム協同組合負担金

増減額

備　　考

節 附　　　　記



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

552 無形固定資産
減価償却費

32,596 32,596

02 営業外費用

30,941 31,768 △ 827

01 支払利息 22,516 23,343 △ 827

601 企業債利息 22,466

603 一時借入金
利息

50

02
消費税及び
地方消費税

8,424 8,424 0

下水道事業に係る消費税、地方消費税
の確定申告等に伴い支出する消費税。

下水道事業債 148件に対する利子償還
金及び一時借入金利息。

平成７年度～１４年度債利息
１５年度債利息
１６年度債利息
１７年度債利息
１８年度債利息
１９年度債利息
２０年度債利息
２１年度債利息
２２年度債利息
２３年度債利息
２４年度債利息
２５年度債利息
２６年度債利息
２７年度債利息
２８年度債利息
２９年度債利息
３０年度債利息
令和元年度債利息
２年度債利息
３年度債利息
４年度債利息
５年度債利息
６年度債利息

4,025
942
973

1,069
1,307
1,337

829
448

1,730
1,564

777
638
371
326
331
313
275
172
354
438
779
966

2,502

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

備　　考

節 附　　　　記

施設利用権（流域下水道処理場）

収　益　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

一時借入金利息



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

611 消費税及び
地方消費税

8,424

03 雑支出 1 1 0

622 その他雑支出 1

03 特別損失

1 1 0

04
過年度損益
修正損

1 1 0

704 過年度損益
修正損

1

09 予備費

7,000 7,000 0

01 予備費 7,000 7,000 0

999 予備費 7,000

514,012 575,570 △ 61,558 合計 514,012

収　益　的　収　入　及　び　支　出

会計上の営業外経費。

支　　出

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

備　　考

節 附　　　　記

消費税及び地方消費税

その他雑支出

過誤納還付金

合　計



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

02 資本的収入 249,538 199,254 50,284

01 負担金 3,822 3,092 730

01
受益者
負担金

2,890 2,228 662

10 受益者負担金 2,890 令和4年度賦課分76千円、令和5年度賦
課分212千円、令和6年度賦課分2,602千
円の合計額。前年度比662千円増（＋
29.7％）。

02
その他
負担金

932 864 68

10 その他負担金 932

02 補助金 39,683 53,000 △ 13,317

01 国庫補助金 39,683 53,000 △ 13,317

10 国庫補助金 39,683 下水道に関連する事業に対する社会資
本整備総合交付金。（補助率1/2）

03 出資金 96,232 14,861 81,371

01
一般会計
出資金

96,232 14,861 81,371

備　　考

附　　　　記

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　入

社会資本整備総合交付金

下水道受益者負担金

神奈川県広域水道企業団分担金

節
款・項 目

本年度
予定額

前年度
予定額

増減額



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

10 一般会計
出資金

96,232 一般会計からの出資金。
前年度比81,371千円増（+547.5％）。

04 企業債 109,800 128,300 △ 18,500

01 企業債 109,800 128,300 △ 18,500

10 公共下水道
事業債

54,600 公共下水道事業に係る企業債。起債対
象事業費97,290千円。
前年度比27,800千円減（△33.7％）。

20 流域下水道
事業債

41,200 酒匂川流域下水道建設事業に係る企業
債。
前年度比12,300千円増（＋42.6％）。

40 特別措置分 14,000 下水道事業に係る企業債（特別措置
分）。
前年度比3,000千円減（△17.6％）。

08
その他
資本的収入

1 1 0

01
その他
資本的収入

1 1 0

10 その他の
資本的収入

1

249,538 199,254 50,284 合　計 249,538

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

合　計

一般会計出資金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　入

備　　考

節 附　　　　記



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

12 資本的支出 370,009 396,556 △ 26,547

01 建設改良費 215,723 228,817 △ 13,094

01 管路建設費 174,123 196,988 △ 22,865

10 給料 12,567

20 手当等 12,684

30 賞与引当金繰
入額

2,473

50 法定福利費 4,326

60 旅費 26

70 備消耗品費 60

90 印刷製本費 60

110 使用料及び賃
借料

1,756 396
1,360

職員３名分

職員３名分

職員３名分

事務用品等

下水道パンフレット

積算システム使用料
臨時駐車場借地料

資　本　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

職員３名分

職員３名分

節 附　　　　記

備　　考

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

職員給与費。吉田島地区の管渠布設工
事、吉田島地区、牛島地区、金井島地
区の舗装工事。
駅前通り線、牛島幹線の実施設計委
託。アクションプラン策定業務委託。



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

130 委託料 41,129 17,380
18,513
5,236

190 工事請負費 99,042 49,662

10,800

9,720

11,160

12,600

600
4,500

03 流域下水道費 41,600 31,829 9,771

520 流域下水道事
業建設費負担
金

41,600 酒匂川流域下水道事業における建設費
負担金。
前年度比9,771千円の増（＋30.7％）。

03 企業債償還金 151,286 164,739 △ 13,453

01 企業債償還金 151,286 164,739 △ 13,453

841 元金償還金 151,286 10,702
10,591
9,983
4,201
7,913
4,526
6,828
6,479
5,787
4,968
5,693
5,002
4,887
3,003
1,240
4,988

下水道事業債135件に対する元金償還
金。

資　本　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

款・項

平成７年度債元金
　８年度債元金
　９年度債元金
１０年度債元金
１１年度債元金
１２年度債元金
１３年度債元金
１４年度債元金
１５年度債元金
１６年度債元金
１７年度債元金
１８年度債元金
１９年度債元金
２０年度債元金
２１年度債元金
２２年度債元金

目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

備　　考

節 附　　　　記

吉田島960地先管渠布設工事
L=276m
吉田島1,739地先管渠布設工事
L=60m
吉田島960地先舗装工事
A=810㎡
金井島舗装工事
A=930㎡
牛島90地先舗装工事
A=1,050㎡
公共桝設置工事
本管補修工事

酒匂川流域下水道事業建設費負
担金

牛島幹線設計業務委託
駅前通り線実施設計業務委託
アクションプラン策定業務委託



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

4,712
2,558
4,668
3,786
5,242
6,422
6,455
6,724
4,970
3,400
2,958
2,600

09 予備費 3,000 3,000 0

01 予備費 3,000 3,000 0

999 予備費 3,000

370,009 396,556 △ 26,547 合　計 370,009

附　　　　記

合　計

資　本　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

２３年度債元金
２４年度債元金
２５年度債元金
２６年度債元金
２７年度債元金
２８年度債元金
２９年度債元金
３０年度債元金
令和元年度債元金
　２年度債元金
　３年度債元金
　４年度債元金

増減額

備　　考

節


